
ちばワーケーション環境整備事業補助金実施要領 

 

１ 目的 

この要領は、地域の観光振興を図るため、ちばワーケーション環境整備

事業補助金交付要綱（令和５年３月３０日付け観企第５７６号。以下  

「要綱」という。）第１６条の規定に基づき、「ちばワーケーション環境  

整備事業」の実施に関して必要な細目等を定めるものとする。 

 

２ 事業の実施主体等 

 要綱第２条第１項第４号で定める団体とは、定款や設置要領等を定めて

ワーケーションの受入に取り組む事業者等の団体のこととする。 

ただし、既にワーケーションを受け入れている近隣の宿泊施設や観光施設

等と連携し、受入を実施している者、又は、受入を実施しようとしている

者（以下「連携主体」という。）の場合は、上記に定める団体とみなす。 

 

３ 補助対象事業 

 要綱第３条第１項で定める補助金交付の対象となる事業（以下「補助 

事業」という。）の実施内容等について、以下のとおりとする。 

（１）ワーケーションの受入環境の整備 

ア 実施内容 

（ア）要綱第３条第２項に定めるワーケーションの受入れに資する施設

（以下「補助対象施設」という。）とは、当該施設の利用者が余暇を過ご

し、執務を行うことに適当な施設であって、ワーケーションができる 

環境を整えることによって、ワーケーションの実施を望む者への訴求に

繋がることが客観的に認められる施設とする。 

（イ）補助対象施設において、ワーケーションを受け入れるための執務 

環境を構築するために必要とする設備や備品を整備するものとする。 

 

イ 対象費用 

（ア）補助対象施設において、ワーケーションを受け入れるための執務 

環境を構築するために必要とする設備や備品の整備費用とする。 

なお、通信費等、整備後に継続的に生ずる費用は対象としない。 

また、詳細については、別表１のとおりとする。 

（イ）複数の補助対象施設において環境を整備する費用を対象とするもの

とする。 

ただし、連携主体の場合、単独の補助対象施設において環境を整備  

する費用を対象とするものとする。 

（ウ）整備する設備や備品は、可能な限り、補助対象施設間で共通の仕様

又は規格にすることを条件とする。 

（エ）補助対象施設間で共通の仕様又は規格とするために行われる既存の



設備改修や備品交換も対象とする。 

（オ）補助対象施設自体の建設等、ワーケーションを受け入れるための 

執務環境の構築の範囲に留まらない整備は対象としない。 

 

ウ 留意事項 

（ア）整備にあたっては、ワーケーション利用者のニーズに対し、地域の

特性を踏まえた受入環境を提供できるよう努めること。 

（イ）整備した受入環境については、整備効果を高め、地域に還元される

よう、積極的な活用を図ること。 

（ウ）整備した受入環境については、事業完了後、速やかに供用を開始  

するものとする。 

（エ）整備完了後、千葉県が運営するワーケーション情報発信用ポータル

サイトに掲載するため、必要な情報を提供すること。 

 

（２）ワーケーション受入環境の情報発信 

ア 実施内容 

実施主体が地域に構築するワーケーション受入環境について、メデ

ィアやインターネット等の広告媒体を活用するなどして、ワーケー 

ション利用者に広く訴求することで、受入れの促進を図るものとする。 

 

イ 対象費用 

（ア）実施主体が地域に構築するワーケーション受入環境について、  

メディアやインターネット等の媒体を活用するなどして、ワーケーシ

ョン利用者に広く訴求し、受入れの促進を図るために特に要する費用

とする。 

なお、サーバー管理費等、継続的に生ずる費用は対象としない。 

（イ）ワーケーション受入環境の情報発信に係る費用を対象とするもの

であり、一般的な誘客ＰＲの範囲に留まる情報発信に係る費用は対象

としない。 

 

ウ 留意事項 

（ア）実施にあたっては、ワーケーション利用者に直接的に訴求する  

媒体を活用するなど、より効果的な手法に努めること。 

（イ）観光地や観光イベント等と複合的に発信を行う場合には、ワーケ

ーションの受入に資する部分を主体的に発信するものであること。 

  

（３）企業等と連携したモデル事業の実施 

ア 実施内容 

実施主体が地域に構築するワーケーション受入環境を活用し、実際

の受入れに繋がるよう、ワーケーションの導入を検討する企業等と 



連携し、モニターツアーや体験の提供等、試験的に取り組むものと  

する。 

なお、モデル事業の実施にあたり、本補助金を活用してワーケー  

ションの受入環境の整備を行う場合、整備事業が完了した後、当該  

施設を利用してモデル事業の実施を行うものとする。 

「整備完了」とは、補助対象施設において、設備・備品の設置、改修

等の工事が終了し、ワーケーションを受け入れるための執務環境が 

整った状態とする。 

 

イ 対象費用 

（ア）実施主体が地域に構築するワーケーション受入環境を活用し、  

実際の受入れに繋がるよう、ワーケーションの導入を検討する企業等

と連携し、モニターツアーや体験の提供等の試験的な取組を行うため

に要する費用のうち、別表２に定めるものとする。 

  なお、モデル事業の実施の一部を申請主体以外の者に委託する場合、

事業の主たる部分（企画、実施、とりまとめ等）の委任はできない   

ものとする。 

（イ）企業等と連携して実施するあたり、実施主体が負担する費用に  

限るものとする。 

 

ウ 留意事項 

（ア）実施にあたっては、当該企業等との継続した交流の端緒とする  

など、連携効果が地域に還元するよう努めること。 

（イ）取組の結果は、受入環境の促進に繋がるよう、効果測定を行うと  

ともに積極的な活用を図ること。 

（ウ）原則、実施主体を構成する事業者等の施設は全て行程に含むこと。 

 

（４）地域理解を促す勉強会等の実施 

ア 実施内容 

地域におけるワーケーションの受入れへの基本的な理解を促すため

に、関係者等による以下の勉強会等を実施するものとする。 

（ア）外部講師を招聘し、地域事業者や近隣住民等に対して行う、   

ワーケーションの受入れへの基本的な理解を促す勉強会 

（イ）地域において、受入環境等を整備する際に、支援や助言等を行う 

ワーケーションの知見を有する者（以下「アドバイザー」とする。）の

派遣 

（ウ）地域事業者が、他地域が実施しているワーケーション受入れの  

事例を学び、地域での受入促進につなげるために必要な視察 

 

 



イ 対象費用 

地域におけるワーケーションへの基本的な理解を促すために、  

関係者等による勉強会等を実施するために要する費用のうち、別表３

に定めるものとする。 

 

ウ 留意事項 

（ア）実施にあたっては、ワーケーションの受入れ等に現に携わった者

を招聘するなど、実務的な知見を得られる機会とすることが望ましい。 

（イ）地域における取組に活用できるよう内容を工夫すること。 

（ウ）取組後は、受入環境の促進に繋がるよう効果測定を行い、受講者

の理解度や今後における展開の可能性等について明らかにするととも

に、積極的な活用を図ること。 

 

（５）その他 

いずれの事業にあっても、実施主体の人件費や光熱水費等、各事業を

実施するために特に要する費用と客観的に区別できない費用は対象と 

しない。 

 

４ 補助金の算定方法 

 要綱第４条に定める「寄付金その他の収入額」とは、国や地方公共  

団体等から、本補助金の交付を受けて実施する事業に対して交付される

補助金等のことをいう。 

  

５ 交付の条件 

要綱第７条に定める「軽微な変更」とは、補助対象とした事業の目的

や効果等に支障をきたさない変更であって、補助金の額の変動を伴わ 

ないものをいう。 

 

６ 実績報告 

 要綱第９条に定める「知事が別に定める期日」とは、事業完了の日  

から起算して一月以内又は事業の完了の日が属する年度の翌年度の４月

１０日のいずれか早い期日をいう。 

 

７ 受入状況報告 

 要綱第１２条に定める「知事が別に定める期日」とは、原則９月１日

及び３月１日とする。 

 なお、上記以外の期日においても提出を求める場合がある。 

  



別表１ 

補助対象費用 対象外費用 

・ワークスペースの整備 

・Wi-Fi 環境の整備 

・執務に必要な備品の整備 

・遠隔地との打ち合わせ等に必要な設備

や備品の整備 

・会議等に必要な備品の整備 

 

・執務に直接関連しないスペースの整備 

・躯体の新設 

・施設の老朽化に伴う修繕 

・取得価格が 2 万円未満で、使用可能期

間が複数年に渡らない消耗品の購入 

・その他、執務に必要と考えられない 

備品 

 

別表２ 

補助対象費用 対象外費用 

・モデル事業参加者の旅費・宿泊に係る経費（なお、

宿泊に係る経費は２泊３日分までとする） 

・モデル事業を行うために必要な外部専門家等に 

対する謝金 

・モデル事業内で行う、情報発信に係る企画・開発・

広報等に必要な費用 

・モデル事業を行うために必要な車両、機械器具、

会場、物品等のリース・レンタルに要する経費 

・申請主体がモデル事業の一部を申請主体以外の者

に行わせるために必要な経費 

・モデル事業を行うために必要な経費のうち、当該

事業のために使用されることが特定・確認できる

ものであって、上記のいずれの区分にも属さない

もの 

・モデル事業参加者への謝金 

・建物等施設の建設、改修に関

する経費 

・本事業が調査事業であるこ

とを考慮せず、営利のみを

目的とした活動に係る経費 

・申請主体における経常的な

経費 

・モデル事業の内容に照らし、

申請主体において当然備え

ているべき機器、備品等 

・親睦会に係る経費 

・その他モデル事業と無関係

と思われる経費 

 

別表３ 

補助対象費用 対象外費用 

・講師・アドバイザー謝金 

・講師・アドバイザー旅費 

・会場借上料（オンライン開催の場合は、

オンライン開催に必要な機器のレンタ

ルに要する費用も含む） 

・視察を行う際の旅費・宿泊に係る経費

（なお、宿泊に係る経費は２泊３日分

までとする） 

・飲食費 

 


